2009年（平成２１）５月２９日
公開質問状（第三次）
宇治市水道事業管理者　
桑　田　静　児　様
開地区自治連合会会長　海老　温信　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　開ヶ丘自治会会長　　　堀江ひさ代

　　　　　　　　　　　　　　　　　一里ヶ丘住宅地自治会会長　金川　幸二

　　　　　　　　　　　　　　　　　第二次水道問題対策委員長　木村　正孝

５月２２日付「回答書」を受け取りました。先ずは御礼申し上げます。
ただ、これを読むと、貴職には、私たちが問題にしていること、言い換えれば、あなた方がされていることの問題の重大性が、全くお分かりではないようです。

そこで、貴職に問題点をより深く正確に理解いただけるように、今回は問題の建て方（質問の形式）を少し変えて、再度質問状を提出することに致しました。

＜質問１＞　行政は、違法な活動をしてはいけません！
（1） 水道法が定める「水質基準」が十分に満たされた安全な水が、現に供給されているにもかかわらず、法律に何ら定めのない「原水基準」ともいうべきものを、一方的に設定して、これによって開浄水場の「休止決定」を行うことが、どうして適法なのでしょうか？
　あなた方がされている（されようとしている）ことは、端的にいえば、法律に基づくことなく、行政の一方的な判断によって住民の既得の権利利益を侵害することなのです。貴職の「回答」が引き合いに出している「法令」は、このような違法な行為を正当化しうるものでは全くありません。
法律論として通用する正確な回答を求めます。
（2） 貴職は、私たちに開浄水場で浄化された地下水を飲む「権利利益」な
ど無いと考えておられるのかもしれません。
現に、３月２４日の予算委員会において、開地区住民との給水契約には顕著な特殊性があるとの議員の指摘に対して、何と、貴職は「３０年前の契約にいつまでもこだわることはない」旨答弁されました。「不勉強」では済まされない行政マン、それも水道事業のトップの資質にかかわる驚くべき法意識というほかありません。これは、議会の委員会の席における公式発言として、到底許されない、分限もしくは懲戒事由ともなり得る暴言ですが、どうお考えでしょうか？

（3） このような認識は、市長も認めている「市の公式見解」なのでしょうか？
（4） 貴職は、「できるだけ良質な原水」に強くこだわっておられますが、それでは、府営水の「原水」は開浄水場の原水と比べて、どれ程「良質」なのでしょうか？詳しくお答下さい。
＜質問２＞　行政は誠実でなければなりません！違法でさえなければ、何をしても良い、何を言っても良いということは許されません！

（1） 　あらためてお聞きしますが、「水質問題」のそもそもの発端が「環境省の指導」といった誤認にあったことは認められますか？

（2） 　貴職は、「宇治市第４次総合計画」が、「自己水源の確保を特に重視したものではない」と回答されました。
しかし同計画は、「阪神・淡路大震災の教訓」から「市民のライフライン」確保を重視して、「基本施策」の冒頭に「自己水源の確保」を掲げています。（１５１頁）
　　　　水道部が作成した「中・長期整備計画」においても、「危機管理として、自己水源からの取水の安定性を確保する」と明記されています。(２８頁)　　　　　槙島浄水場の「休止」に続いて、さらに、今また開浄水場の「休止決定」が、市の「総合計画」にも、水道部自身が決定した「中・長期整備計画」にもそぐわないことは明白ではありませんか？

（3） 　先に、貴職は「当方弁護士と相談した結果、裁判中である中では話し合いを再開することは困難である」と表明されました。（平成２０年１１月２８日２０宇水総第２２６）
　しかし、私たちの問い合わせに対し、市代理人弁護士は「宇治市に対してこれまで協議に応じないように指示した事実はありません」と文書回答されています。（原告代理人弁護士宛「ご連絡」）

　また「ポンプの交換等を行うべきか否か、その必要性があるか否かについての判断決定は、宇治市の行政上の施策であり、当職の職務以前の問題」と明言されました。直接協議するほうが相互理解も進むのではないでしょうか。協議の再開を申し入れます。
＜質問３＞　予算の承認は、違法な行政活動を合法化できません！

　　　　貴職は「休止を含む予算原案が・・・可決されたことから、早期に休止するこ
とが水道事業管理者の責務である」と回答されました。
　しかし、議会の予算承認が、違法な行政活動を合法化しうる根拠になると

本気でお考えなのでしょうか？
